
事務事業評価表

0103 子育てを支える環境の充実

【事業類型】 【事業概要シート作成有無】 　【事務事業評価の視点】

1 職員人件費のみの事業 　妥当性（市の関与） 　＜総合評価＞

2 国の法令に基づいて実施する事務（生活保護、賦課徴収事務、年金事務、戸籍・住基台帳事務、選挙事務、広域組合の負担金などの市の裁量が及ばない事務） 　　ａ…市が実施することが妥当である 　　Ａ…計画通りに事業を進めることが適当

3 負担金のみの事業（イベント等の実行委員会への負担金を除く） 　　ｂ…見直す余地がある 　　Ｂ…事業の進め方の改善検討

4 組織や職員を管理するための内部事務管理事務（財務事務、人事管理事務、企画事務、議会事務など） 　　ｃ…市が実施する緊急性が認められない 　　Ｃ…事業規模・内容又は実施主体の見直しの検討

5 施設の維持管理費のみの事業（光熱水費や法定の保守点検委託料など。施設の修繕料） 　有効性（施策貢献度） 　　Ｄ…事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

6 施設を維持管理するための運営業務（施設やそれに付随する車両等の運転業務委託、公園などの管理業務、清掃委託） 　　ａ…施策への貢献度が高い

7 課内事務を行う上で必要となる事務的経費のみで構成される事業（条例委員の報酬、旅費、需要費、役務費のみで構成） 　　ｂ…施策への貢献度が著しく高いとはいえない

8 団体等への負担金及び補助金が予算の大半を占めるもの・・・補助金は、補助金要綱及び補助金等のあり方に関するガイドラインにおいて精査されている。 　　ｃ…成果の向上が見込まれない

9 ハード事業で、中長期の年度計画（事業費含む）を策定し認められた事業 　効率性（コスト）

10 ハード事業1,000万円未満、ソフト事業100万未満（事業類型1～9以外） 　　ａ…コストを見直す余地がない

11 ハード事業1,000万円以上、ソフト事業100万円以上（事業類型1～9以外） 　　ｂ…検討する余地がある

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

担当課 Ｒ４ Ｒ５

課長 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ３ Ｒ４

担当者 開始 終了 決算 予算 見込 決算 予算

三岳　和裕

松竹　愛理

三岳　和裕

松竹　愛理

前川　靖彦

高橋　忠裕

内野　一嗣

岩佐　翼

内野　一嗣

吉原　周平

内野　一嗣

坂井　峻

久保　昭隆

一ノ瀬　映子

久保　昭隆

仲島　亨

施策名

事業費（千円） 人件費（千円） Ｒ３

NO 事業名 事業内容
事業期間 根拠法令

要綱等
事業
類型

妥当性 有効性 効率性 総合評価 主な指標 単位 事業の方向性
概要
シート

計画 実績 計画 計画

1
子ども医療費助成事業
（旧乳幼児医療費助成事業）

福祉総務課
未就学児・小中学生・高校生世代の医療費自己負担額を軽
減するために医療費助成を行う。

昭和47年度

大村市福祉医療費の
支給に関する条例

11

a a a A

277,789 290,193 339,109 7,331 7,937 受給資格者数 人 14,564 14,866 14,564 17,564 拡充 有

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

2 母子・寡婦等医療費助成事業

福祉総務課
ひとり親家庭の医療費自己負担額を軽減するための医療費
助成を行う。

昭和47年度

大村市福祉医療費の
支給に関する条例

11

a a a A

47,089 51,637 48,810 5,487 6,119 受給資格者数 人 2,522 2,594 2,522 2,522 現状維持 有

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

3 出産育児一時金支給事業

国保けんこう課 被保険者が出産したときに、当該被保険者の属する世帯の世帯主に
対し、出産育児一時金として４０８千円を支給する。なお、産科医
療補償制度に加入する分娩機関での出産は、１２千円を追加して４
２０千円を支給する

昭和34年度

・国民健康保険法
・大村市国民健康保
険条例

2

a A

16,779 28,995 30,513 1,368 1,453
出産育児一時金の申
請件数

件 73 40 69 61 現状維持 無

余地なし 事業推進

4 教育・保育施設整備事業

こども政策課 施設の老朽化に伴う施設の改善や、認定こども園への移行
等新たな施設機能の充実に対応した私立保育園の施設改修
等を支援する。

昭和47年度

保育所等施設整備交
付金交付要綱
認定こども園施設整
備交付金交付要綱
大村市私立保育所整
備費補助金交付要綱

8

a a a A

148,149 129,338 0 1,654 1,454
私立保育所及び認定
こども園の整備施設
数

園 1 1 0 0 現状維持 無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

5 実費徴収補足給付事業

こども政策課
各施設事業者において実費徴収を行うことが出来ることと
されている①給食費（食事の提供に要する費用）及び②教
材費・行事費（日用品、文房具等の購入に要する費用等）
について、低所得世帯及び第3子以降を対象に費用の一部を
補助する事業。

平成27年度

子ども・子育て支援
交付金交付要綱

8

a a a A

2,986 3,930 3,893 1,574 1,574

補助支給率（補助件
数/支給認定を受け
教育・保育施設等を
利用している生活保
護世帯数）

％ 100.0 87.0 100.0 100.0 現状維持 無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

6 保育料収納対策事業

こども政策課 徴収職員を配置し、滞納者の早期催告等を行う。また、長
期滞納者については、収納課と情報を共有することで連携
した収納事務を実施し、収納率の向上に努める。

子ども・子育て支援
法
大村市子ども・子育
て支援法施行細則

7

a a a A

2,217 2,221 2,221 5,456 4,977
①現年度収納率
②全体収納率

％
①99.6
②98.0

①99.7
②98.1

①99.6
②98.0

①99.6
②98.0

現状維持 無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

7 児童手当支給事業

こども家庭課

３歳未満及び３歳以上小学校修了前の第３子以降の児童１
人につき月額15,000円を、３歳以上小学校修了前の第１
子・第２子及び小学校修了後中学校終了前の児童１人につ
き月額10,000円を支給する。所得制限限度額以上の場合
は、児童１人につき一律月額5,000円を支給する。※令和４
年１０月支給分から、所得上限限度額以上の者への特例給
付は廃止

平成24年度

児童手当法

2

a A

1,560,945 1,564,195 1,542,545 9,417 9,807
児童手当支給対象児
童数

人 11,831 11,966 11,715 11,715 現状維持 無

余地なし 事業推進

8 児童扶養手当支給事業

こども家庭課 児童を監護するひとり親（父、母）等に対し、手当を支給
する。

児童扶養手当法

2

a A

531,746 541,490 522,670 7,778 7,778 受給者数 人 1,123 999 1,060 1,060 現状維持 無

余地なし 事業推進
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内野　一嗣

雪山　梓

久保　昭隆

安部　昭子

久保　昭隆

松本　美穂子

久保　昭隆

塚原　賢修

内野　一嗣

岩佐　翼

藤本　圭

内田　博康

内野　一嗣

吉原　周平

尾曲　芳行

澤村　貴志

9 地域子育て支援拠点事業

こども政策課 こども未来館及び市内11か所の地域子育て支援センター
で、主に在宅の子育て世帯に対する子育て支援事業を実施
する。

平成9年度

子ども・子育て支援
法
子ども・子育て支援
交付金交付要綱

8

a a a A

92,950 103,250 88,993 6,813 6,693
地域子育て支援拠点
事業利用者数

人 125,000 36,094 125,000 125,000 現状維持 無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

10
こどもを事故から守る
プロジェクト事業

こども家庭課 医療機関及び保育施設等におけるこどもの事故発生に関す
る情報を調査分析するとともに、分析結果及び再発防止策
等の周知・広報を行う。

平成22年度

健やか親子２１計
画、消費者安全法、
消費生活活用製品安
全法

10

a a a A

789 789 789 364 364
未就学児の事故報告
数

件 300 328 300 300 現状維持 無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

11 母子家庭等自立支援事業

こども家庭課 母子・父子自立支援員を配置し、ひとり親家庭の父母や寡
婦からの相談を受けるなかで、各種支援制度の活用などに
より世帯の自立や子どもの福祉増進に向けて必要な助言及
び支援を行う。

昭和40年度

母子及び父子並びに
寡婦福祉法、長崎県
母子及び父子並びに
寡婦福祉資金貸付施
行細則 2

a A

18,543 17,726 15,463 727 840
母子寡婦貸付制度利
用件数の計画値に対
する実績値割合

％ 100.0 50.0 100.0 100.0 現状維持 無

余地なし 事業推進

12 助産施設等入所措置事業

こども家庭課

保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により、入
院助産を受けることができない妊産婦を入院助産を受けら
れるよう支援する。また、母子家庭の母子等が、経済的な
理由や住居がない等の事情のため児童の監護ができない場
合など、母子を入所措置し、これらの者を保護し、援助を
行う。

昭和33年度

児童福祉法第22条

2

a A

7,916 12,921 11,144 582 1,091
助産施設入所者数の
計画値に対する実績
値割合

％ 100.0 50.0 100.0 100.0 現状維持 無

余地なし 事業推進

13 子どもの居場所づくり事業

こども政策課 家庭及び学校の他に「第三の居場所」となる場所を提供
し、学習支援や生活習慣の形成支援、体験活動の提供、相
談支援などを行うことで、規則正しい生活習慣の形成を支
援する。

令和4年度

子どもの貧困対策の
推進に関する法律
子供の貧困対策に関
する大綱
生活困窮者就労準備
支援事業費等補助金
交付要綱

11

a a a A

0 14,101 14,723 3,029 2,969 利用児童数 人 ─ ― 20 23 現状維持 有

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

14
大村市３世代同居・近居促進事
業

建築課
安心して子どもを産み育てることのできる住まい・居住環
境の整備に補助を行うことにより、出生率の向上や子育て
支援を図る。
　新たに３世代で同居又は近居するための、住宅の取得費
や新築・改修工事費を国、県と連携して支援する。

平成30年度

大村市3世代同居・近
居促進事業補助金交
付要綱

8

a a a A

4,000 4,000 4,000 1,339 1,387
３世代同居・近居助
成件数

件 10 10 10 10 現状維持 無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

15 施設等利用給付事業

こども政策課
認可外保育施設や病児保育、幼稚園等の預かり保育等を利
用する際の利用料を無償化する。

平成31年度

子ども・子育て支援
法
子育てのための施設
等利用給付交付金交
付要綱 8

a a a A

136,215 117,681 115,579 1,554 1,938
施設等利用給付費受
給者総人数

人 10,000 7,875 10,000 10,000 現状維持 無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

16
【1101再掲】

交通安全指導事業

安全対策課
大村市交通指導員及び交通安全推進団体の活動支援、研修
を行い、交通事故防止を図る。

昭和43年度

・大村市交通安全の
保持に関する条例
・交通安全対策基本
法

8

a a a A

8,350 9,486 9,453 3,426 3,492
交通安全指導員が指
導した人数

人 23,000 13,050 23,000 23,000 現状維持 無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進
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7 課内事務を行う上で必要となる事務的経費のみで構成される事業（条例委員の報酬、旅費、需要費、役務費のみで構成） 　　ｂ…施策への貢献度が著しく高いとはいえない

8 団体等への負担金及び補助金が予算の大半を占めるもの・・・補助金は、補助金要綱及び補助金等のあり方に関するガイドラインにおいて精査されている。 　　ｃ…成果の向上が見込まれない

9 ハード事業で、中長期の年度計画（事業費含む）を策定し認められた事業 　効率性（コスト）

10 ハード事業1,000万円未満、ソフト事業100万未満（事業類型1～9以外） 　　ａ…コストを見直す余地がない

11 ハード事業1,000万円以上、ソフト事業100万円以上（事業類型1～9以外） 　　ｂ…検討する余地がある

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

担当課 Ｒ４ Ｒ５

課長 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ３ Ｒ４

担当者 開始 終了 決算 予算 見込 決算 予算

施策名

事業費（千円） 人件費（千円） Ｒ３

NO 事業名 事業内容
事業期間 根拠法令

要綱等
事業
類型

妥当性 有効性 効率性 総合評価 主な指標 単位 事業の方向性
概要
シート

計画 実績 計画 計画

新
規
・
拡
充
・
そ
の
他
の
見
直
し

【
必
要
】

事
業
概
要
シ
ー
ト

【
不
要
】

事
業
概
要
シ
ー
ト

ＹＥＳ

ＮＯ

内田　清和

野口　修一

前田　勝盛

米山　大介

17
【1101再掲】

交通安全施設整備事業

道路整備課 市道の区画線、防護柵、道路反射鏡及び保安灯の維持、修
繕、新設を行う。また通学路である路側帯の拡幅や、カ
ラー舗装も行う。

交通安全対策特別交
付金等に関する政令

11

a a a A

58,851 64,842 112,760 13,522 12,540 区画線延長 ｍ 20,000 17,953 20,000 20,000 現状維持 有

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

18
【0304再掲】

巡回補導事業

社会教育課 　青少年の非行防止のため、補導委員が補導活動を行う。
　計画補導を毎月2回、祭り開催時の特別補導を年に数回実
施する。また、新任研修会、全員研修会を計画的に実施
し、補導技術の向上を図る。

昭和46年度

大村市少年センター
設置規則

7

a a a A

1,519 2,559 2,558 5,604 5,494
補導に参加した補導
委員の延べ人数

人 1,200 865 1,200 1,200 現状維持 無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

19

20 0 0 0 0 0

21 0 0 0 0 0

22 0 0 0 0 0

23 0 0 0 0 0

24 0 0 0 0 0


